
第41期決算公告第41期決算公告第41期決算公告第41期決算公告 熊本県合志市豊岡1280

平成26年6月13日 合志技研工業株式会社

代表取締役 朝吹 和博

連　　結　　貸　　借　　対　　照　　表連　　結　　貸　　借　　対　　照　　表連　　結　　貸　　借　　対　　照　　表連　　結　　貸　　借　　対　　照　　表

平成２６年３月３１日現在

（単位：千円）

科　　　　目 金　　　額 科　　　　目 金　　　額

資   産   の   部資   産   の   部資   産   の   部資   産   の   部 23,828,65823,828,65823,828,65823,828,658 負   債   の   部負   債   の   部負   債   の   部負   債   の   部 13,508,48813,508,48813,508,48813,508,488

ⅠⅠⅠⅠ 流流流流 動動動動 資資資資 産産産産 13,172,00213,172,00213,172,00213,172,002 ⅠⅠⅠⅠ 流流流流 動動動動 負負負負 債債債債 9,793,6899,793,6899,793,6899,793,689

現 金 及 び 預 金 4,702,813 支払手形及び買掛金 6,921,033

受取手形及び売掛金 5,760,070 短 期 借 入 金 382,500

た な 卸 資 産 2,363,045 １年内返済予定長期借入金 420,336

繰 延 税 金 資 産 99,065 リ ー ス 債 務 45,077

そ の 他 247,006 未 払 金 561,212

未 払 法 人 税 等 464,245

未 払 消 費 税 等 14,146

ⅡⅡⅡⅡ 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 10,656,65510,656,65510,656,65510,656,655 繰 延 税 金 負 債 52,961

役 員 賞 与 引 当 金 7,736

（（（（ 有有有有 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 ）））） （（（（ 10,180,30810,180,30810,180,30810,180,308 ）））） 賞 与 引 当 金 352,699

設 備 支 払 手 形 5,000

建 物 及 び 構 築 物 7,801,907 そ の 他 566,739

機械装置及び運搬具 15,618,198

工 具 器 具 及 び 備 品 6,888,828

土 地 1,556,609 ⅡⅡⅡⅡ 固固固固 定定定定 負負負負 債債債債 3,714,7993,714,7993,714,7993,714,799

建 設 仮 勘 定 565,959

減 価 償 却 累 計 額 △ 22,251,195 長 期 借 入 金 386,791

リ ー ス 債 務 80,391

繰 延 税 金 負 債 418,843

（（（（ 無無無無 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 ）））） （（（（ 97,32697,32697,32697,326 ）））） 退職給付に係る負債 2,652,460

役員退職慰労引当金 144,800

ソ フ ト ウ ェ ア 80,058 そ の 他 31,512

ソフトウェア仮勘定 13,588

施 設 利 用 権 3,680 純  資  産  の  部純  資  産  の  部純  資  産  の  部純  資  産  の  部 10,320,16910,320,16910,320,16910,320,169

（（（（投投投投資資資資そそそそのののの他他他他のののの資資資資産産産産）））） （（（（ 379,020379,020379,020379,020 ）））） ⅠⅠⅠⅠ 株株株株 主主主主 資資資資 本本本本 8,050,0388,050,0388,050,0388,050,038

退職給付に係る資産 48,759 資 本 金 500,000

繰 延 税 金 資 産 200,603 利 益 剰 余 金 7,550,038

そ の 他 131,532

貸 倒 引 当 金 △ 1,875 ⅡⅡⅡⅡ 評評評評 価価価価 ・・・・ 換換換換 算算算算 差差差差 額額額額 等等等等 △ 489,260△ 489,260△ 489,260△ 489,260

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 137,992

退職給付に係る調整累計額 △ 351,268

ⅢⅢⅢⅢ 少少少少 数数数数 株株株株 主主主主 持持持持 分分分分 2,759,3912,759,3912,759,3912,759,391

資資資資 産産産産 合合合合 計計計計 23,828,65823,828,65823,828,65823,828,658 負債・純資産合計負債・純資産合計負債・純資産合計負債・純資産合計 23,828,65823,828,65823,828,65823,828,658



　連 　 結 　 損 　 益 　 計　  算　  書　連 　 結 　 損 　 益 　 計　  算　  書　連 　 結 　 損 　 益 　 計　  算　  書　連 　 結 　 損 　 益 　 計　  算　  書

平成２５年　４月　１日から

平成２６年　３月３１日まで

（単位：千円）

科　　　　　 　　 　目 金 額

56,932,051 56,932,051 56,932,051 56,932,051 

50,254,919 50,254,919 50,254,919 50,254,919 

売売売売 上上上上 総総総総 利利利利 益益益益 6,677,131 6,677,131 6,677,131 6,677,131 

2,963,464 2,963,464 2,963,464 2,963,464 

販 売 費 594,174 

一 般 管 理 費 2,369,290 

営営営営 業業業業 利利利利 益益益益 3,713,666 3,713,666 3,713,666 3,713,666 

260,898 260,898 260,898 260,898 

受 取 利 息 120,379 

為 替 差 益 68,205 

そ の 他 の 営 業 外 収 益 72,314 

66,365 66,365 66,365 66,365 

支 払 利 息 50,790 

そ の 他 の 営 業 外 費 用 15,575 

経経経経 常常常常 利利利利 益益益益 3,908,199 3,908,199 3,908,199 3,908,199 

16,687 16,687 16,687 16,687 

固 定 資 産 売 却 益 16,687 

79,284 79,284 79,284 79,284 

固 定 資 産 売 却 損 20,253 

固 定 資 産 除 却 損 32,160 

割 増 退 職 金 12,930 

そ の 他 の 特 別 損 失 13,940 

税税税税 金金金金 等等等等 調調調調 整整整整 前前前前 当当当当 期期期期 純純純純 利利利利 益益益益 3,845,602 3,845,602 3,845,602 3,845,602 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,233,584 

法 人 税 等 調 整 額 56,265 

少少少少 数数数数 株株株株 主主主主 損損損損 益益益益 調調調調 整整整整 前前前前 当当当当 期期期期 純純純純 利利利利 益益益益 2,555,751 2,555,751 2,555,751 2,555,751 

少 数 株 主 利 益 911,211 

当当当当 期期期期 純純純純 利利利利 益益益益 1,644,540 1,644,540 1,644,540 1,644,540 

特特特特 別別別別 損損損損 失失失失

営営営営 業業業業 外外外外 収収収収 益益益益

営営営営 業業業業 外外外外 費費費費 用用用用

特特特特 別別別別 利利利利 益益益益

売売売売 上上上上 高高高高

売売売売 上上上上 原原原原 価価価価

販販販販 売売売売 費費費費 及及及及 びびびび 一一一一 般般般般 管管管管 理理理理 費費費費

（減算）



（単位：千円）

当連結会計年度

平成２５年　４月　１日から

平成２６年　３月３１日まで

株主資本株主資本株主資本株主資本

資本金

当期首残高 500,000              

当期変動額

当期変動額合計 -                    

当期末残高 500,000              

利益剰余金

当期首残高 5,905,498            

当期変動額

剰余金の配当 -                    

当期純利益 1,644,540            

その他 -                    

当期変動額合計 1,644,540            

当期末残高 7,550,038            

株主資本合計株主資本合計株主資本合計株主資本合計

当期首残高 6,405,498            

当期変動額

剰余金の配当 -                    

当期純利益 1,644,540            

その他 -                    

当期変動額合計 1,644,540            

当期末残高 8,050,038            

評価・換算差額等評価・換算差額等評価・換算差額等評価・換算差額等

為替換算調整勘定

当期首残高 △805,990            

当期変動額

株主資本以外の当期変動項目（純額） 667,998              

当期変動額合計 667,998              

当期末残高 △137,992            

退職給付に係る調整累計額

当期首残高 -                    

当期変動額

株主資本以外の当期変動項目（純額） △351,268            

当期変動額合計 △351,268            

当期末残高 △351,268            

評価・換算差額等合計評価・換算差額等合計評価・換算差額等合計評価・換算差額等合計

当期首残高 △805,990            

当期変動額

株主資本以外の当期変動項目（純額） 316,729              

当期変動額合計 316,729              

当期末残高 △489,260            

少数株主持分少数株主持分少数株主持分少数株主持分

少数株主持分

当期首残高 2,155,707            

当期変動額

株主資本以外の当期変動項目（純額） 603,684              

当期変動額合計 603,684              

当期末残高 2,759,391            

純資産合計純資産合計純資産合計純資産合計

当期首残高 7,755,214            

当期変動額

剰余金の配当 -                    

当期純利益 1,644,540            

株主資本以外の当期変動項目（純額） 920,414              

その他 -                    

当期変動額合計 2,564,954            

当期末残高 10,320,169           

連結株主資本等変動計算書連結株主資本等変動計算書連結株主資本等変動計算書連結株主資本等変動計算書



　１.【連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記】

（1）連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

・ 連結子会社の数 ４社

・ 主要な連結子会社の名称

　主要な連結子会社の名称は、「１．企業集団の現況に関する事項1-7．重要

な親会社及び子会社の状況　②重要な子会社の状況」に記載のとおりでありま

す。

② 非連結子会社の状況

　該当事項はありません。

（2）持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社の状況

・ 持分法を適用した関連会社の数 １社

・ 持分法を適用した関連会社の名称 株式会社ワイジーテック

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項

　在外連結子会社のうち２社の決算日は12月31日であります。

　連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との

間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

（4）会計処理基準に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

1.有価証券

　その他有価証券

　　時価のあるものは、決算日の市場価格等に基づく時価法により評価しており

　ます。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により

　算定しております。）

　　時価のないものは、総平均法による原価法により評価しております。

2.たな卸資産

　　たな卸資産は、主として先入先出法による原価法により評価しております。

　また、貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法を採用

　しております。在外連結子会社は、主として先入先出法による低価法により評価

　しております。

連　結　注　記　表連　結　注　記　表連　結　注　記　表連　結　注　記　表



② 重要な固定資産の減価償却の方法

1.有形固定資産（リース資産を除く）

　　定額法を採用しております。

2.無形固定資産

　　定額法を採用しております。なお自社利用のソフトウェアについては、社内に

  おける見込利用可能期間（主に５年）に基づく定額法を採用しております。

3.リース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準

1.貸倒引当金

　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

　貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

　額を計上しています。

2.賞与引当金

　　当社及び連結子会社は、従業員に対する賞与の支給に充てるため、賞与支払

　予定額のうち当連結会計年度に属する支給対象期間に見合う額を計上しており

　　 ます。

3.役員賞与引当金

　　当社は、役員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しており

　　 ます。

4.役員退職慰労引当金

　　当社及び国内連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に

　基づく連結会計年度末要支給額を計上しております。

④ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

1.退職給付に係る会計処理の方法

　　当社及び一部の連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

　度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末に

　おいて発生していると認められる額を計上しております。

　　なお、会計基準変更時差異については、１５年による按分額を費用処理して

　おります。

　　過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

　の年数による定額法により費用処理しております。

　　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤

　務期間以内の一定の年数による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度

　より費用処理しております。

　　また、一部の連結子会社については簡便法を適用しております。

　　未認識数理計算上の差異・未認識過去勤務費用及び会計基準変更時差異に

　ついては、税効果を調整の上、純資産の部における評価・換算差額等の退職

　給付に係る調整累計額に計上しております。

2.消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。



（5）会計方針の変更に関する注記

　２.【連結貸借対照表に関する注記】

（1）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

（2）連結子会社の資産及び負債に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。

　また、連結子会社の担保に供されている資産および担保に係る債務の帳簿価額は、

以下のとおりです。

　担保に供されている資産

　　有形固定資産の帳簿価額 594,581千円

　担保に係る債務

　　短期借入金 139,500千円

　３.【連結損益計算書に関する注記】

（1）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

（2）当連結会計年度の研究開発費の総額は324,546千円であります。

　４.【連結株主資本等変動計算書に関する注記】

（1）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

（2）当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数は、次のとおりであります。

　　発行済株式数（普通株式） 1,000,000株

　当連結会計年度より、「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号平成24年５月17日。

以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第25号平成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を適用しております。

（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除

く。）

　退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として、また、退職給付債務

を超える年金資産の額を退職給付に係る資産として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差

異、未認識過去勤務費用及び未認識会計基準変更時差異を退職給付に係る負債に計上いたしまし

た。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な扱いに従って

おり、当連結会計年度において、当該変更に伴う影響額を評価・換算差額等の退職給付に係る調整

累計額に加減しております。

この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る資産が48,759千円、退職給付に係る負債が

2,652,460千円計上されております。また、評価・換算差額等が351,268千円減少しております。



　５.【金融商品に関する注記】

（1）金融商品の状況に関する事項

　　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関

　からの借入により資金を調達しております。

　　借入金の使途は運転資金（主として短期）および設備投資資金（長期）でありま

　す。なお、デリバティブは内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしており

　ます。

（2）金融商品の時価等に関する事項

　　平成26年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

　ては、次のとおりであります。

（単位：千円）

① 現金及び預金

② 受取手形及び売掛金

③ 支払手形及び買掛金

④ 短期借入金

⑤ 1年内返済予定

長期借入金

⑥ 長期借入金

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項

①　現金及び預金、並びに②受取手形及び売掛金

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

　当連結会計年度末の帳簿価額によっております。

③　支払手形及び買掛金、④短期借入金並びに⑤1年内返済予定長期借入金

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

　当連結会計年度末の帳簿価額によっております。

⑥　長期借入金

　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に

　想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

連結貸借対照表

時価（注） 差額

計上額（注）

4,702,813 4,702,813 -

5,760,070 5,760,070 -

(6,921,033) (6,921,033) -

(382,500) (382,500) -

-

(420,336) (420,336) -

(386,791) (384,632) △ 2,158



　６.【１株当たり情報に関する注記】

（1）　１株当たり純資産額

（2）　１株当たり当期純利益

　７.【重要な後発事象に関する注記】

　該当事項はありません。

7,560円77銭

1,644円54銭



貸　　借　　対　　照　　表貸　　借　　対　　照　　表貸　　借　　対　　照　　表貸　　借　　対　　照　　表

平成２６年　３月３１日現在

（単位：千円）

科　　　　目 金　　　額 科　　　　目 金　　　額

資   産   の   部資   産   の   部資   産   の   部資   産   の   部 8,629,9778,629,9778,629,9778,629,977 負   債   の   部負   債   の   部負   債   の   部負   債   の   部 4,557,3974,557,3974,557,3974,557,397

ⅠⅠⅠⅠ 流流流流 動動動動 資資資資 産産産産 2,580,2102,580,2102,580,2102,580,210 ⅠⅠⅠⅠ 流流流流 動動動動 負負負負 債債債債 2,062,2552,062,2552,062,2552,062,255

現 金 及 び 預 金 54,662 支 払 手 形 51,600

受 取 手 形 42,100 買 掛 金 914,836

売 掛 金 1,524,436 短 期 借 入 金 50,000

商 品 及 び 製 品 45,773 １年内返済予定

仕 掛 品 79,827 長期借入金 420,336

原材料及び貯蔵品 250,331 リ ー ス 債 務 33,104

前 払 費 用 13,006 未 払 金 189,214

関係会社短期貸付金 239,000 未 払 費 用 72,636

未 収 入 金 318,380 未 払 法 人 税 等 8,651

そ の 他 12,691 未 払 消 費 税 等 11,249

前 受 金 20,308

預 り 金 12,512

賞 与 引 当 金 266,968

役 員 賞 与 引 当 金 7,736

設 備 支 払 手 形 3,100

ⅡⅡⅡⅡ 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 6,049,7666,049,7666,049,7666,049,766 ⅡⅡⅡⅡ 固固固固 定定定定 負負負負 債債債債 2,495,1422,495,1422,495,1422,495,142

（（（（有有有有形形形形固固固固定定定定資資資資産産産産）））） （（（（ 2,898,1582,898,1582,898,1582,898,158 ）））） 長 期 借 入 金 386,791

建 物 930,021 リ ー ス 債 務 67,436

構 築 物 32,258 繰 延 税 金 負 債 30,335

機 械 及 び 装 置 705,058 退 職 給 付 引 当 金 1,879,679

車 両 運 搬 具 18,788 役員退職慰労引当金 130,900

工具器具及び備品 172,685

金 型 197,739 純  資  産  の  部純  資  産  の  部純  資  産  の  部純  資  産  の  部 4,072,5794,072,5794,072,5794,072,579

土 地 825,615

建 設 仮 勘 定 15,990 ⅠⅠⅠⅠ 株株株株 主主主主 資資資資 本本本本 4,072,5794,072,5794,072,5794,072,579

資 本 金 500,000

（（（（無無無無形形形形固固固固定定定定資資資資産産産産）））） （（（（ 39,13639,13639,13639,136 ）））） 利 益 剰 余 金 3,572,579

電 話 加 入 権 2,952 利 益 準 備 金 50,000

ソ フ ト ウ ェ ア 22,596 その他利益剰余金 3,522,579

ソフトウェア仮勘定 13,588 　別 途 積 立 金 1,150,000

繰越利益剰余金 2,372,579

（（（（投投投投資資資資そそそそのののの他他他他のののの資資資資産産産産）））） （（（（ 3,112,4723,112,4723,112,4723,112,472 ））））

関 係 会 社 株 式 2,270,538

出 資 金 20,284

関 係 会 社 出 資 金 395,592

関係会社長期貸付金 330,000

長 期 前 払 費 用 92,885

会 員 権 630

敷金・差入保証金 2,528

そ の 他 12

資資資資 産産産産 のののの 部部部部 合合合合 計計計計 8,629,9778,629,9778,629,9778,629,977 負債及び純資産の部合計負債及び純資産の部合計負債及び純資産の部合計負債及び純資産の部合計 8,629,9778,629,9778,629,9778,629,977



　損 　 益 　 計　  算　  書　損 　 益 　 計　  算　  書　損 　 益 　 計　  算　  書　損 　 益 　 計　  算　  書

平成２５年　４月　１日から

平成２６年　３月３１日まで

（単位：千円）

科　　　　　 　　 　目 金　　　　　　　  　額

9,863,371 9,863,371 9,863,371 9,863,371 

8,707,323 8,707,323 8,707,323 8,707,323 

売売売売 上上上上 総総総総 利利利利 益益益益 1,156,047 1,156,047 1,156,047 1,156,047 

979,224 979,224 979,224 979,224 

販 売 費 121,930 

一 般 管 理 費 857,293 

営営営営 業業業業 利利利利 益益益益 176,822 176,822 176,822 176,822 

1,485,122 1,485,122 1,485,122 1,485,122 

受 取 利 息 6,354 

受 取 配 当 金 1,451,760 

そ の 他 の 営 業 外 収 益 27,006 

19,629 19,629 19,629 19,629 

支 払 利 息 13,492 

為 替 差 損 175 

そ の 他 の 営 業 外 費 用 5,961             

経経経経 常常常常 利利利利 益益益益 1,642,315 1,642,315 1,642,315 1,642,315 

547547547547                                                            

固 定 資 産 売 却 益 547 

162,174 162,174 162,174 162,174 

固 定 資 産 売 却 損 9,649 

固 定 資 産 除 却 損 17,294 

割 増 退 職 金 12,930 

子 会 社 支 援 金 122,300 

税税税税 引引引引 前前前前 当当当当 期期期期 純純純純 利利利利 益益益益 1,480,688 1,480,688 1,480,688 1,480,688 

法人税、住民税及び事業税 410,390 

法 人 税 等 調 整 額 △ 616 

当当当当 期期期期 純純純純 利利利利 益益益益 1,070,914 1,070,914 1,070,914 1,070,914 

特特特特 別別別別 損損損損 失失失失

営営営営 業業業業 外外外外 収収収収 益益益益

営営営営 業業業業 外外外外 費費費費 用用用用

特特特特 別別別別 利利利利 益益益益

売売売売 上上上上 高高高高

売売売売 上上上上 原原原原 価価価価

販販販販 売売売売 費費費費 及及及及 びびびび 一一一一 般般般般 管管管管 理理理理 費費費費



（単位：千円）

当期事業年度

自　平成２５年　４月　１日

至　平成２６年　３月３１日

株主資本株主資本株主資本株主資本

資本金資本金資本金資本金

当期首残高 500,000

当期変動額

当期変動額合計 -

当期末残高 500,000

利益剰余金利益剰余金利益剰余金利益剰余金

利益準備金

当期首残高 50,000

当期変動額

当期変動額合計 -

当期末残高 50,000

別途積立金

当期首残高 1,150,000

当期変動額

当期変動額合計 -

当期末残高 1,150,000

繰越利益剰余金

当期首残高 1,301,664

当期変動額

当期純利益 1,070,914

当期変動額合計 1,070,914

当期末残高 2,372,579

利益剰余金合計利益剰余金合計利益剰余金合計利益剰余金合計

当期首残高 2,501,664

当期変動額

当期純利益 1,070,914

当期変動額合計 1,070,914

当期末残高 3,572,579

株主資本合計株主資本合計株主資本合計株主資本合計

当期首残高 3,001,664

当期変動額

当期純利益 1,070,914

当期変動額合計 1,070,914

当期末残高 4,072,579

純資産合計純資産合計純資産合計純資産合計

当期首残高 3,001,664

当期変動額

当期純利益 1,070,914

当期変動額合計 1,070,914

当期末残高 4,072,579

株主資本等変動計算書株主資本等変動計算書株主資本等変動計算書株主資本等変動計算書



１.【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

（1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

1.子会社株式及び関連会社株式

　　総平均法による原価法により評価しております。

2.その他有価証券

　　時価のあるものは、決算日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。

　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定して

　おります。）

　　時価のないものは、総平均法による原価法により評価しております。

② たな卸資産

　　たな卸資産は、先入先出法による原価法により評価しております。

　　また、貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法を

　採用しております。

（2）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

　　定額法を採用しております。

　

② 無形固定資産

　　定額法を採用しております。なお自社利用のソフトウェアについては、社内に

　おける見込利用可能期間（主に５年）に基づく定額法を採用しております。

③ リース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④ 長期前払費用

　　均等償却によっております。

（3）引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

　懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

　しています。

② 賞与引当金

　　従業員に対する賞与の支給に充てるため、賞与支払予定額のうち当期に属する支給

　対象期間に見合う額を計上しております。

③ 役員賞与引当金

　　役員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

個　別　注　記　表個　別　注　記　表個　別　注　記　表個　別　注　記　表



④ 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込

　額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。

　　なお、会計基準変更時差異については、１５年による按分額を費用処理しておりま

　す。

　　過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

　による定額法により費用処理しております。

　　数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

　年数による定額法により、それぞれ発生の翌期より費用処理しております。

⑤ 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しており

　ます。

（4）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　　税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等は発生事業

　年度の期間費用として処理しております。

２.【貸借対照表に関する注記】

（1）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

（2）有形固定資産の減価償却累計額は11,326,771千円であります。

（3）関係会社に対する金銭債権及び債務は、次のとおりであります。

短期金銭債権 千円

短期金銭債務 千円

３.【損益計算書に関する注記】

（1）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

（2）関係会社との取引高は、次のとおりであります。

営業取引による取引高

売上高 千円

仕入高 千円

営業取引以外の取引による取引高 千円

（3）当期の研究開発費の総額は324,546千円であります。

４.【株主資本等変動計算書に関する注記】

     記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

1,458,115

1,505,598

639,132

7,465,990

5,232,035



５.【税効果会計に関する注記】

　　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、

　　次のとおりであります。

(1) 繰延税金資産（流動の部） （単位：千円）

賞与引当金

賞与分社会保険料未払費用

その他

繰延税金資産小計

(2) 繰延税金資産（固定の部）

繰越欠損金

退職給付引当金

子会社株式

減価償却超過額

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

(3) 繰延税金負債（固定の部）

前払年金費用

繰延税金負債合計

繰延税金負債純額

６.【リースにより使用する固定資産に関する注記】

　　 金額の重要性が乏しいため記載を省略しております。

７.【関連当事者との取引に関する注記】

92,905

13,428

11,485

117,818

824,068

654,128

△ 1,861,444

-

53,426

96,709

1,743,625

115,292

30,335

30,335

30,335

1.親会社 (単位：千円)

2.子会社 (単位：千円)

融資実行 200,000  

融資回収 264,000  

（注1）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しています。

（注2）貸付金の利息については、当社の調達金利の水準を勘案し、都度融資先と協議した上で決定しています。

（注3）当社がゴウシ インディア オートパーツ プライベート リミテッドの行った第三者割り当てを1株につき102円で

　　　 引き受けたものです。

関連当事者

との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親

会

社

本田技研工業

株式会社

東京都 86,067,000

二輪車・四

輪車の製造

販売

種類

会社等

の名称

所在地 資本金 事業の内容

議決権等の所有

(被所有)割合

(％)

668,362   

原材料の購入

（注1）

2,235,014 買掛金 264,737   

被

所有

直接

42.58％

間接

95.00％

製品の販売

製品の購入

製品の販売

（注1）

4,098,269 売掛金

科目 期末残高種類

会社等

の名称

所在地 資本金 事業の内容

二輪車・四

輪車部品等

の製造

ゴウシ インディ

ア オートパーツ

プライベート リ

ミテッド

インド

ハリアナ

州

876,879

二輪車部品

等の製造

議決権等の所有

(被所有)割合

(％)

関連当事者

との関係

取引の内容 取引金額

330,000   

支援金の供与 122,300  - -         

261,514   

融資

取引

関係会社

短期貸付金

239,000   

受取利息

（注2）

6,339    

関係会社

長期貸付金

所有

直接

100.00％

製品の購入

役員の兼任

原材料の購入

（注1）

2,498,357 買掛金

-         所有

直接

99.97％

技術の提供

役員の兼任

増資の引受

（注3）

528,050 -

子

会

社

株式会社

ウエムラテック

熊本県

球磨郡

100,000



８.【１株当たり情報に関する注記】

（1）１株当たり純資産額 4,072円57銭

（2）１株当たり当期純利益 1,070円91銭

９.【重要な後発事象に関する注記】

　該当事項はありません。

１０.【その他の注記】

　（退職給付に係る注記）

1. 採用している退職給付制度の概要

２. 確定給付制度

　当社は、確定給付型の制度として確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を、国内連結

子会社は、主として確定給付退職一時金制度を、海外連結子会社は、退職一時金制度を設け

ております。また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職

給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。

(1)　退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 （千円）

 　退職給付債務の期首残高 2,280,419

　 　勤務費用 133,250

　 　利息費用 30,065

 　　数理計算上の差異の発生額 225,073

　 　退職給付の支払額 △61,151

 　　過去勤務費用の発生額 －                

 　　その他 －                

　 退職給付債務の期末残高 2,607,656

(2)　年金資産の期首残高と期末残高の調整表

　 年金資産の期首残高 435,423

　 　期待運用収益 12,575

　 　数理計算上の差異の発生額 7,133

　 　事業主からの拠出額 66,415

　 　退職給付の支払額 △13,039

 　　その他 －                

 　年金資産の期末残高 508,507

(3)　退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された

　　 退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の調整表

　 積立型制度の退職給付債務 625,179

　 年金資産 508,507

116,671

　 非積立型制度の退職給付債務 1,982,477

　 連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,099,149

　 退職給付に係る負債 2,147,908

　 退職給付に係る資産 △48,759

　 連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,099,149

(4)　退職給付に関する損益

　 勤務費用 133,250

　 利息費用 30,065

　 期待運用収益 △12,575

　 数理計算上の差異の費用処理額 59,540

　 過去勤務費用の費用処理額 △6,672

　 その他 52,962

　 確定給付制度に係る退職給付費用 256,571

(5)　退職給付に係る調整額

　　　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は

　　　次のとおりであります。

　 未認識過去勤務費用 △80,068

　 未認識数理計算上の差異 333,745

　 その他 52,962

　 合計 306,640

(6)　年金資産に関する事項

　 ①年金資産の主な内訳

　　　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

　 債券 56.4%

　 株式 41.1%

　 その他 2.5%

　 合計 100.0%

　 ②長期期待運用収益率の設定方法

　　　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される

　　　年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び

　　　将来期待される長期の収益率を考慮しております。

(7)　数理計算上の計算基礎に関する事項

　 割引率（主として） 1.2%

　 長期期待運用収益率（主として） 3.0%


